
（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 75,268,895 12,162,555 84,293,525 △ 21,140,289 △ 46,896

純経常行政コスト △ 32,815,006 △ 32,815,006

一般財源

地方税 17,259,975 17,259,975

地方交付税 3,168,701 3,168,701

その他行政コスト充当財源 3,552,976 3,552,976

補助金等受入 8,406,635 285,131 8,121,504

臨時損益

災害復旧事業費 △ 1,001 △ 1,001

公共資産除売却損益 6,323 6,323

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 1,640,123 △ 1,640,123

公共資産処分による財源増 0 △ 3,968 7,426 △ 3,458

貸付金・出資金等への財源投入 874,204 △ 874,204

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 48,630 △ 660,999 709,629 0

減価償却による財源増 △ 517,940 △ 2,819,320 3,337,260 0

地方債償還等に伴う財源振替 1,261,144 △ 1,261,144

資産評価替えによる変動額 △ 5,902 △ 5,902

無償受贈資産受入 0 0

その他 0

期末純資産残高 74,841,596 11,881,116 84,584,709 △ 21,567,972 △ 56,256

平成２７年度　普通会計　純資産変動計算書
自　平成27年4月  1日

至　平成28年3月31日

純資産変動計算書は、貸借対照表の「純資産の

部」について、会計年度中の動きを表すものです。

純経常行政コストおよそ３２８億円は、受益
者負担以外の財源である地方税、地方交付税、
その他行政コスト充当財源といった一般財源
と、国・県からの補助金によりそのほとんど
が賄われています。

通常の行政活動では発生しない損益が計上さ
れます。
本年度は、昨年度に引き続き災害復旧事業費
が計上されています。これは東日本大震災に
伴う災害復旧事業費のうち、平成２７年度中
に実施されたものです。

「科目振替」では、公共資産等の整備や減価

償却に伴う財源等について計上すべき科目の

振替処理を行います。純資産残高の増減には

影響しません。


